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企業の知財戦略の事例集
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知的財産権活用事例集
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特許庁HPにて掲載！！是非ご覧ください。

（https://www.jpo.go.jp/support/example/index.html）

2020年度：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】

2021年度：新事業創造に資する知財戦略事例集
～「共創の知財戦略」 実践に向けた取り組みと課題～

2019年度：経営における知的財産戦略事例集

2022年度：企業価値向上に資する知的財産活用事例集
－無形資産を活用した経営戦略の実践に向けて－



企業の知財戦略を巡る最近の状況

特許庁 4



企業価値（時価総額）に占める無形資産の割合

5
出典：新しい資本主義実現会議（第５回） 資料１ 基礎資料（2022年）

（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai5/shiryou1.pdf）

（注）時価総額(market cap)から純有形資産(net tangible asset value)を引いたものを純無形資産（net intangible asset value）
としている。その純無形資産を時価総額で割ることでそのインデックスに占める無形資産を割り出している。



知的財産権、知的財産、知的資産、無形資産の分類イメージ図

6
出典：経済産業省「知的資産・知的資産経営とは」

（https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html）

【近年ではさらに…】
• ビジネスモデル
• データ
• 契約 なども



コーポレートガバナンスコードの改訂（2021年6月）

【原則３－１．情報開示の充実】
補充原則３－１③ 上場会社は、経営戦略の開示に当
たって、自社のサステナビリティについての取組みを適切に開示
すべきである。また、人的資本や知的財産への投資等について
も、自社の経営戦略・経営課題との整合性を意識しつつ分かりや
すく具体的に情報を開示・提供すべきである。

【原則４－２．取締役会の役割・責務(2)】
補充原則４－２② 取締役会は、中長期的な企業価値の
向上の観点から、自社のサステナビリティを巡る取組みについて
基本的な方針を策定すべきである。
また、人的資本・知的財産への投資等の重要性に鑑み、これ
らをはじめとする経営資源の配分や、事業ポートフォリオに関
する戦略の実行が、企業の持続的な成長に資するよう、実効
的に監督を行うべきである。

7
出典：東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード（2021年6月版）
https://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008jdy-att/nlsgeu000005lnul.pdf



知財・無形資産ガバナンスガイドライン（2022年1月）
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「価格決定力」「ゲーム
チェンジ」につなげる

「費用」でなく「資産」
の形成と捉える

「ロジック/ストーリー」
として開示・発信

全社横断的体制整備
と「ガバナンス構築」

「中長期視点での投
資」を評価・支援

企業 投資家・金融機関

５つのプリンシプル（原則）

現状の姿
の把握

重要課題の
特定と

戦略の位置
づけ明確化

価値創造
ストーリーの
構築

投資や資源
配分の戦略の

構築

戦略の構築・
実行体制と
ガバナンス構

築

投資・活用戦略
の開示・発信

投資家等との
対話を通じた
戦略の錬磨

知財・無形資産の投資・活用のための７つのアクション

知財・無形資産ガバナンスガイドライン

出典：知財・無形資産ガバナンスガイドライン（内閣府知的財産戦略推進事務局）をもとに作成

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/tousi_kentokai/governance_guideline/pdf/shiryo1.pdf

コーポレートガバナンス・コード改訂を受け、企業がどのような形で知財・無形資産の投資・活用
戦略の開示やガバナンスの構築に取り組めば、投資家や金融機関から適切に評価されるかについて
分かりやすく示すために策定
「価値協創ガイダンス」と併せて活用することにより、企業の情報開示や投資家等との対話の質を
高めるための「共通言語」として効果的に機能することを期待。



コーポレートガバナンスコードのコンプライ率（2022年7月14日時点）

9
出典：コーポレートガバナンス・コードへの対応状況（２０２２年７月１４日時点）
株式会社東京証券取引所２０２２年８月３日
https://www.jpx.co.jp/news/1020/nlsgeu000006jro6-att/nlsgeu000006jrqr.pdf

知的財産への投資の開示・監督について、
まだ手探りの状況



知財と経営に関する企業関係者へのアンケート調査結果

10n=310

A7 知財担当役員の兼務状況
知財専任

3%
経営部門役員

11%

法務部門役員

8%

研究開発部門役員

37%

知財担当役員

はいない

34%

その他

4%

B1 経営層は知財を重視していると思うか

そう思う

35%

中程度

35%

あまり思わない

21%

全く思わない

3%

B2 知財活動が経営に貢献していると思うか

そう思う

25%

中程度

44%

あまり思わない

26%

B3 経営と知財部門で情報共有できているか

中程度

42%

そう思う

16%

あまり思わない

33%

全く思わない

6%

社長3% 大いに思う

6%

大いに思う

3%
全く思わない

2%

大いに思う

3%

出典：経営に資する知財マネジメントの実態に関する調査研究報告書（2020年）



知財戦略の位置づけと各社の事例
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知財戦略の位置づけ①
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人事戦略 財務戦略 研究開発戦略・・・知財戦略

企業のミッション、

ビジョン、バリュー

企業戦略

事業

戦略
事業B

事業C

事業A

機能戦略



将来のあるべき姿（中・長期）現状

知財戦略の位置づけ②
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企業のミッション、ビジョン、バリュー

現状から将来のあるべき姿への移行の
ための戦略

経営
資源

（知財）

ビ ジ ネ ス
モデル
（どう知財を活
用するか）

提供
価値

外部環境
競合他社動向（知財）
市場、社会動向

課題

経営
資源

（知財）

ビ ジ ネ ス
モデル
（どう知財を活
用するか）

提供
価値

どのような知財を獲得するか（ノウハウ、データ等を含めた知財ミックス、知財

ポートフォリオの構築）

どのように知財を獲得するか（自社開発、オープンイノベーション、M&A、ライ

センスなど）

獲得した知財をどのように活用するか（情報／権利のオープン化／クローズ化）

バックキャストで構築



知財戦略の事例
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【デンソーの事例】

出典：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】（2020年）



知財戦略の事例（続き）
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【デンソーの事例】

出典：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】（2020年）



戦略策定・実施のための情報分析（ＩＰランドスケープ）
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経営資源 ビジネスモデル 製品・サービス 経済的価値
社会的価値

Input Process Output Outcome

知財・無形資産

価値創造メカニズム

企業のミッション／ビジョン／バリュー

知財情報

【IPランドスケープ】

経営・事業における知財・無形資産の位置づけを可視化・裏付け
① コアコンピタンスの特定、競合他社の状況把握

② R＆Dテーマ・新規事業の探索、M＆A・アライアンス候補の選定

③ 傾向の把握、将来予測 など

コーポレートガバナンス
コードの改訂を受けた

対応の必要性

メカニズム設計時の思考の方向＝バックキャスト

ＩＰランドスケープとは、経営戦略又は事業戦略の立案に際し、（1）経営・事業情報
に知財情報を取り込んだ分析を実施し、（2）その結果（現状の俯瞰・将来展望等）を
経営者・事業責任者と共有すること。その結果に基づいて、意思決定が行われる。



知財戦略の構成要素①（オープン＆クローズ戦略）

18
（出典）知的財産戦略本部 経営デザインシート 雛形 作成補助シート４より抜粋
<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/index.html>

オープン＆クローズ戦略には２つの軸が存在することに注意。
標準化は「オープン戦略」に含まれる。逆に独占したい技術等は「クローズド戦略」を駆使する必要
がある。



知財戦略の構成要素①（オープン＆クローズ戦略）

19（出典）経済産業省産業技術環境局｢標準化をビジネスで用いるための戦略｣資料より

オープン＆クローズ戦略は、社内の知財である技術情報(発明、データ等)について、その管理
法（営業秘密（秘匿管理）、特許権、標準化）をうまく組み合わせて市場を拡大しつつ、自
社の優位性を確保する戦略。
標準を活用して市場を拡大して、特許を活用して自社の優位性を確保。

知財と標準の相乗効果



オープン＆クローズ戦略の事例
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冷媒R32特許技術の段階的なオープン化の拡大

冷媒32特許開放におけるオープン＆クローズ

特許庁

【ダイキン工業の事例】

出典：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】（2020年）



知財戦略の構成要素②（知財ミックス）
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【ブリヂストンの事例】

出典：企業価値向上に資する知的財産活用事例集 （2022年）

商標権
ブランド名
提供価値ワード

意匠権
トリガー
ボトル

特許権
大容量吐出トリガー
高洗浄力組成
壁面滞留性

【一般的な知財ミックスの事例】

（ライオン株式会社様よりご提供）



プロダクト・ライフサイクルと知財戦略
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開発期／

市場導入期
成長期 成熟期 衰退期

コアとなる知財ポート

フォリオの構築

自社開発

オープンイノベー

ションで共創

M&A、ライセンスで

外部調達 等

市場拡大／シェア拡大

クローズ戦略、知財

ミックスで他社参入

排除

（クロス）ライセン

スや標準化による市

場拡大促進（オープ

ン戦略） 等

知財を活用し、差

別化により市場

シェア維持・拡大、

コモディティ化防

等

売上

利益

金額

事業と合わせて知

財の整理・売却等
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プロダクト・ライフサイクルと知財戦略

【セイコーエプソンの事例】

出典：経営における知的財産戦略事例集（2019年）



知財戦略の実施状況
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重要度

実
施

度

出典：新事業創造に資する知財戦略事例集（2021年）



知財経営実践のための社内コミュニケーション
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知財経営へのボトルネック
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＜経営層、他部門の意識（例）＞

・知財権をたくさん出願して権利を取れば良い

・知財権は研究開発のノルマ

・経営戦略に知財は関係ない／知財戦略は知財部門が考えるもの

・知財は専門的で分からない

＜知財部門の意識（例）＞

・戦略をどのように構築すれば良いか分からない

・経営層や他部門と何をネタに議論すれば良いかわからない

・IPランドスケープを実施して説明しても、経営層や他部門に響かない

・良い明細書を書いて、良い特許を取れば良い

経営層・他部門と知財部門とのコミュニケーション

の活性化が必要ではないか



知財部門と経営層との対話ができている企業の特徴

27

経営層が 企業や事業の成長戦
略との関係で、知的財産の役割や
事業への貢献について理解してい
る

知財部門が 経営層の思い描
く企業や事業の将来像（To be）を、
現状（As is）との対比において理
解し、適切なタイミングで経営層
に情報提供している

出典：企業価値向上に資する知的財産活用事例集 （2022年）

https://www.jpo.go.jp/support/example/chizai_senryaku_2022.html（2022年5月公表）



経営層への知財理解促進のアプローチの事例①

28
出典：企業価値向上に資する知的財産活用事例集 （2022年）

[Step1] （遠回りであるが）まずは、IPラン
ドスケープを活用して、知財部門が事業部門
との連携を深める

[Step2] 事業部門が経営層に事業戦略を説
明する際に、IPランドスケープが使われ始める

[Step3] 経営層がIPランドスケープを理解
し始める

[Step4] 知財部門が経営層に直接的にIPラ
ンドスケープに基づいた提案をタイムリーに提
供する

[Step5] 定例開催される経営会議で社長自ら
IPランドスケープに基づいて説明するようにな
る

【ブリヂストンの事例】



経営層への知財理解促進のアプローチの事例②
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【旭化成の事例】

【KDDIの事例】

出典：企業価値向上に資する知的財産活用事例集 （2022年）

出典：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】（2020年）



知財部門と事業部門との連携体制の事例

特許庁 30

【富士通の事例】

【デンソーの事例】

出典：企業価値向上に資する知的財産活用事例集 （2022年）



知財部門と経営企画部門等との連携体制の事例

31

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
本
部

事業企画Ｃ

事業開発Ｃ

イノベーショ
ンＣ(R&D)
バイオ研究所
（スイス）
コミュニケー
ション統括Ｃ
海外標準化
戦略Ｃ

マーケットイン
テリジェンスＣ

テクノロ
ジー開発Ｃ

知財部門

デザイン部門

・全社経営企画／中長計立案／M&A戦略
•新規事業開発
•知財戦略
• UX（ユーザーエクス
ペリエンス）デザイ
ン

・R&D／オープンイノベーション

・バイオロジーResearch

・デジタル・マーケティング／マーケッ
ト・コミュニケーション（広報＆広告）／
ブランディング

・ガバメント・アフェア／国際標準化戦略

・市場調査／競合分析

・技術開発（HW&SW）

•知財部門がマーケティング本部内に所
属

•知財部門がマーケット動向や経営戦略
に触れながら知財戦略を検討

•マーケット情報、技術動向やビジネス
の予測について議論、調査しながらIP
ランドスケープを実施

•マーケティング本部長が、関係部門間
の連携を意識し、意思決定

※Ｃはセンターの略。

出典：企業価値向上に資する知的財産活用事例集 （2022年）

【横河電機の事例】



知財部門による事業への参画の事例
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【味の素の事例】

【三菱電機の事例】

出典：企業価値向上に資する知的財
産活用事例集 （2022年）

出典：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】（2020年）



知財部門の人材育成の事例
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【デンソーの事例】

【シーメンスの事例】

出典：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】（2020年）



知財部門のマインドセットの事例
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【日立の事例】

出典：経営戦略を成功に導く知財戦略【実践事例集】（2020年）



知財経営を実践するためのコミュニケーションの全体像

特許庁 35

経営層の描く将来像に関

するＩＰランドスケープ

による情報提供や知財戦

略の提案・策定等

知財部門のミッショ

ンを社内に発信

＜知財部門と他部門の協力＞

知財部門が各事業の企画段階から関与

IPランドスケープの実施と事業戦略への提案

事業戦略の観点からの知財戦略の策定と実践

知財戦略の重要性の共有

【知財部門】

【経営企画部門】

【事業部門】

【その他の部門】

【経営層】 「経営戦略」の視点から知財を
説明して、経営層に知財の重要
性への理解を促す

経営戦略やマーケティングへの理解
戦略的な発想の実践
他部門との協力のマインドセット（お節介な知財
部）
他部門との情報交換（他部門への御用聞き）
他部門との人事的な交流

１

２

３

４



まとめ
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まとめ

特許庁 37

近年、知的財産の重要性が増しているが、知財を活用した経営へ
の理解や普及にはまだ課題がある

知財戦略は全社戦略を達成するためのものであり、オープン＆ク
ローズや知財ミックスを、適切に選択して実施すべきもの

知財戦略を実行する上で、企業内の様々な部門との連携、知財部
門の人材育成やオープンなマインドセットが必要

知財を活用した経営を実践するためには、知財部門が他部門と協
力関係を築きながら、経営戦略の視点で知財活用の重要性を経営
層に説明し、理解してもらうことが必要
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企業価値向上に資する知財経営の普及啓発に関する調査研究

39

調査対象企業において、経営層と知財部門を含む企業内チームとの十分な意思疎通・
連携のもと、中長期的な事業成長に資する知財戦略を知財情報を活用しつつ策定・
実践することを通じ、知財経営を企業に浸透させるために必要な事項を調査研究。

経営層（幹部候補者）向け現地調査の実施

経営層 等

経営

コンサルタント

知財部門

●「As is」における

知財の果たす役割の

認識

●「To be」及び

「To be」における

知財の果たす役割の

構想

●「As is」から

「To be」への移行

のための知財戦略の

策定

●知財経営の在り方に関する提言

●知財経営リテラシーに関するチェック

リスト

●仮想事例集、ケーススタディ集 など

経営層による座談会の実施

●現地調査の経験や成果について経営層
どうしで共有
●知財経営の在り方等について議論

知財情報分析

アドバイザー

知財

コンサルタント

報告書の作成

派遣チーム 調査対象企業

事業部門
経営企画

部門

●知財情報ツール

活用及び分析の支援

企業内チーム

●十分な意思疎通・連携

●経営デザインシート等を

活用した知財と価値創造

メカニズムとの関係の認識

●知財情報による裏付け

オプション派遣



ありがとうございました




